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１．モデル地域の選定理由 

２．モデル地域の現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    （参考資料２，３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現 況＞ 

○沖積平野の低平地にあり、軟弱地盤による液状化発生予測地

域である。 

○柴又帝釈天及び界隈の多くが木造建造物である。 

○少子・高齢化が進み、道路の多くが幅員４ｍ未満である。 

○防災活動に関わるコミュニティ活動が動き出している。 

＜課 題＞ 

○建物の不燃化や道路の拡幅等都市構造の改変が必要。 

○地震火災を想定した消防水利施設の整備。 

○防災コミュニティの組織化・活性化。 

○文化遺産所有者と地域住民の連携した自主防災活動。 

○自主防災組織の防災訓練等による防災力の向上。 

○柴又帝釈天は東京都選定歴史的建造物に、その界隈は環境省

の「日本の音風景 100 選」に指定されている。 

○門前町では低層木造家屋が密集し、柴又帝釈天敷地内の建物

の多くが木造建築物である。 

○東京消防庁、柴又帝釈天、地域コミュニティの連携した防災

活動の取り組みが近年始まりつつある。 

○都市構造の改変もひとつの有効な手段として考えられる一

般的な都市型地域である。 
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３．モデル地域のエリア設定 

 

 

 

 

エリア設定は、以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象とする文化遺産の柴又帝釈天および門前町は、いずれも

柴又７丁目に位置しており、周辺地域はいずれも木造家屋で密集

している。 

そのため、本地域では自治会の防災活動の最小単位である図－

3.1 に示す柴又 7丁目を対象にエリア設定する。 
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山本亭門前町 

柴又帝釈天大経寺

対象文化遺産

対象エリア 
図－3.1 柴又帝釈天 
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４．必要水量の算定 
 

 

(1) 延焼防止ラインの設定 

 

 

 

 

(2) 必要水量の算定 

延焼シミュレーションの結果は、参考資料３に示すとおりで

あり、エリア外の延焼、エリア内部からの出火延焼のケースで

それぞれ延焼防止に必要となる散水時間を算定した。 

これより、市民消火用として必要となる水量は以下のとおり

となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柴又帝釈天地区における延焼防止(散水)ラインは、図－4.1 に

示すとおり、エリア外からの延焼防止としては西側（Ａライン）

と南側の一部（Ｂライン）に設け、エリア内には①～⑥の散水ラ

インでブロックを分割するものとする。 
 

ア）消火栓（類焼防止） 

対象地域内に約 80 箇所（４箇所/100ｍﾒｯｼｭ）の市民用消

火栓を設け、水量は 250ｍﾒｯｼｭあたり 40ｍ3確保するものと

して、水量を算出。 

40ｍ3×0.2km2÷0.0625km2＝128ｍ3 

イ）エリア内部散水施設（延焼防止） 

内部については延焼拡大防止のために、①～⑥のライン

において散水施設を設ける。最大区画をカバーできるブロ

ックの水量を確保するものとし、①，②，⑤の延長 75ｍ，

70ｍ，130ｍを対象に水量を算定。 

20Ｌ/分・ｍ×275ｍ＝5,500Ｌ/分＝5.5ｍ3/分 

ウ）エリア外周部散水施設（延焼防止） 

散水施設は、Ａ，Ｂラインのうち耐火建築、空地等の延

長を差引いて 220ｍ，250ｍを対象に設置することとした。

20Ｌ/分・ｍ×470ｍ＝ 9,400Ｌ/分＝ 9.4ｍ3/分 
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図－4.1 柴又帝釈天地域の延焼防止ライン 

 

 

○必要貯水量 

散水施設の水量は、延焼シミュレーションにより算定され

る延焼時間に対応する量を確保するものとし、イ）について

は２時間、ウ）については２時間とした。 

必要水量は、2,000ｍ3となった。 

    Ｖ＝ 128＋5.5×120＋9.4×120 

     ≒ 2,000ｍ3 

新規貯水槽 

Ａ，Ｂラインに関しては、接炎の可能性がある

ため、延焼防止対策として、外周部の建物の不燃

化や道路の拡幅等を図る。 
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５．モデル地域の計画（案）
 

 

 

(1) ハード対策 

① 都市構造の改変 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 消防水利等の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エリア地区周辺は、都市構造の改変が可能な地域であり、木

造家屋が密集している。エリア周辺部は道路幅４ｍ程度しか離

れておらず、延焼の危険性が高い。そのため、道路幅の拡幅、

緑地・公園等の整備、建物の不燃化等を推進する。また、地震

時の建物倒壊は、自主防災組織の消火活動を困難とすることか

ら、文化遺産を含めて木造建築物の耐震補強を推進する。 

さらに、液状化対策の必要な地区でもあり、公的機関の建物

や都市構造物等についてはその対策を講じる。 

＜消防機関が利用する消防水利＞ 

 エリア内部の水道管については、耐震化・液状化対策を含め

て整備を図る。 
消防機関による路線防御による延焼防止ラインについては、

都市計画での道路拡幅とあわせて設定するものとし、水量は江

戸川から補給を図る。 

＜文化遺産所有者・管理者が利用する消防水利＞ 

 柴又帝釈天の消火設備は通常の火災を想定して設置されたも

のであり、地震火災時には水量が不足しており、防火水槽等の

拡充を行う。 



災害から文化遺産と地域をまもる検討委員会 

 

 
7

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地域住民が利用する消防水利＞ 

○取水施設 

江戸川の河川堤防近傍にある柴又公園に地下貯留施設を

設け、算出された必要水量の 2,000ｍ3 を江戸川の河川水等

により確保する。 

なお、大規模地震時における河川取水施設の損壊等の可能

性を考慮し、貯留施設の規模は全量の 2,000ｍ3とする。 

○導水施設 

貯留施設から左右２系統で、散水施設及び小水路へ供給を

動力で行い、ひとつの系統で支障が生じても供給が可能なよ

うにする。 

○散水施設・消火栓 

火災規模、範囲に応じた散水施設および市民が利用できる

消火栓を配置する。 

○小水路の設置 

散水施設の設置箇所に併せて小水路を設け、地下貯留施設

の水を小水路に補給し、日常から小水路の水を地域住民が利

用できるようにする。 

江戸川から取水した水は、小水路、地下貯留施設を経由し

て江戸川へと放流し、江戸川の河川環境に配慮する。 

また、非常時に散水施設を稼働した場合には、散水した水

をこの小水路経由で、地下貯留施設から江戸川へ排水する。
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(2) ソフト対策 

① 自主防災組織の活動 

 

 

 

 

 

②  消火・文化遺産搬出活動 
 

 

 

 

 

 

 

③ 情報の共有化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自主防災活動としては神明会消火隊、防災ボランティアの活

動が挙げられるが、柴又帝釈天の自衛消防隊の積極的な活動を

行政が働きかけると共に、これらの組織が連携して活動できる

自主防災組織としての構築を図る。 

神明会消火隊を核とした自主防災組織により、消火・文化遺

産搬出活動を行うものとし、文化遺産所有者・管理者、消防機

関と協力して、各種活動のマニュアルを整備する。 

現時点では、当該地区の防災活動については消防機関に負う

ところが大きいため、自主防災組織は消防機関と連携した活

動、訓練等を行い、防災力の向上を図る。 

東京都、国交省で整理されている各種ハザード・マップや地

震被害想定報告書の内容等について、地域住民への広報を行

い、迅速な対応がとれるように周知を図る。 

消防水利関連の設備については、緊急時に誰もが使えるよう

に設備の設置位置、操作方法等をまちかどに掲示するなどの工

夫を行う。 
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④ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象エリアの東側の江戸川河川敷は、広域の避難場所に指定

されており、対象エリア内の道路が避難路となる可能性が高

い。そのため、行政、地域住民、文化遺産所有者・管理者で観

光客のみならず、広域の住民の避難誘導の処理について協議を

行い、マニュアルを整備する。 
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表－5.1 ハード・ソフト対策一覧表 

 

 

 ハード対策 ソフト対策 

都市構造の改変 

○エリア周辺部の道路幅の

拡幅、緑地・公園等の整備、

建物の不燃化推進 

○建築物の耐震補強 

○液状化等の対策 

－ 

地域住民が

利用する消

防水利 

 

○柴又公園に地下貯留施設

を設け、河川水等により水

量 2000m3を確保 

○ポンプによる２系統で給

水可能な導水管の整備 

○火災規模に応じて利用可

能な散水施設、市民が利用

できる消火栓の整備 

○平常時の水利用、非常時の

散水した水の排水等を目

的としたエリア内の小水

路の整備 

消防機関が

利用する消

防水利 
 
 
 

○エリア内水道管の耐震・

液状化対策 
○都市計画と対応した路線

防御対策の整備 
 
 

消 

防 

水 

利 

等 

の 

整 

備 

 

文化遺産所

有者・管理者

が利用する

消防水利 

○柴又帝釈天の現行消防水

利の容量拡充、施設の耐震

化 
 
 
 

○自主防災組織の活動 

・神明会消火隊、防災ボラン

ティアの活動に柴又帝釈

天の自衛消防隊を連携さ

せ、自主防災組織を構築 

○消火・文化財搬出活動 

・神明会消火隊を核とした活

動と各種活動のマニュア

ルの整備 

・消防機関との連携した訓練

による防災力の向上 

○情報の共有化 

・各種ハザードマップ等の

広報、周知徹底 

・緊急時に誰もが理解でき

る消防水利関連設備の設

置位置、操作方法等の明

示 

○その他 

・観光客や広域住民等の避

難誘導等のマニュアル整

備 
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図－5.1 柴又帝釈天地区 自主防災用消防水利 

 

 

 

散水施設の設置箇所には小水路を設け、地下貯留施設の水を小水路に補

給し、日常から小水路の水を地域住民が利用可能とする。 

小水路の水は、地下貯留施設を経由して江戸川へ放水する。 

第１系統 

第２系統 

地下貯留 

施  設 

   １箇所/100m メッシュ 

   散水ノズル設置ライン 

   消火栓用代表取水点 

江 

戸 

川
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図－5.2 防災公園（地下貯留施設）のイメージ 
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写真－5.1 易操作型消火栓 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－5.2 散水設備の事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5.3 小水路の市民利用 
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(3) 概算事業費 

モデル地域における概算事業費、その内訳は以下のとおりで

あり、約 16 億円となる。 

 

表－5.2 工事概算事業費 

 項 目 仕 様 単位 数量 金 額 備 考 

工 事 費     1,000  

 貯水槽 貯水容量Ｖ＝2,000ｍ3 式 １ 320 
液状化対策 

ポンプﾟ含む 

 導水管 管路φ200 ｍ 1,310 55  

  管路φ150 ｍ 830 25  

  管路φ100 ｍ 360 10  

 小水路  ｍ 1,500 15  

 防護設備 放水ヘッド、消火栓等 式 １ 275  

 取排水設備  式 １ 300 江戸川 

測量試験費   式 １ 120  

用地補償費   式 １ 300  

事務費等   式 １ 150  

事 業 費     1,570 

                      （金額単位：百万円） 
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６．事業化手法について 
 

 

 

 

本計画(案)を実現させるための事業手法としては、以下のも

のが考えられる。 

 

(1) ハード対策 

都市構造の改変 事  業  手  法 

道路の拡幅 都市防災総合推進事業，まちづくり総合支援

事業（国交省） 

緑地・公園整備 都市防災総合推進事業，まちづくり総合支援

事業（国交省） 

建物の不燃化 都市防災総合推進事業，まちづくり総合支援

事業（国交省） 

建物の耐震補強 密集住宅市街地整備促進事業（国交省） 

 

 

消防水利 事  業  手  法 

河川水，小水路の

利用 

水と緑のネットワーク整備事業，まちづくり

総合支援事業（国交省） 

散水施設，消火栓

の設置 

防災対策事業（消防庁） 

路線防御 都市防災総合推進事業（国交省），防災対策事

業（消防庁） 

文化遺産の消防

水利拡充，耐震化 

防災事業（文化庁） 
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(2) ソフト対策 

 

 事  業  手  法 

自主防災組織の

構築 

消火・文化財搬出

活動 

情報の共有化 

その他 

都市防災総合推進事業（国交省） 

自主防災組織活性化事業（消防庁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


